
人事委員会議事録（第1636回） 
 

１ 開催日時 

    令和２年７月２日（木）15：00～16：15 

 

２ 開催場所 

    兵庫県人事委員会 審理室 
 

３ 会議に出席した者 

    委   員   松 田 直 人 委員長 

            鈴 木 尉 久 委 員 

長 尾   真 委 員 

    事務局職員   西 村 嘉 浩 事務局長 

            森 本 剛 史 任用課長 

            古 川 卓 哉 給与課長 

岡 野 揮代美 任用課副課長兼総務審査班長 

            小 倉 豊 道 給与課副課長 

             

開 会 

 

第１号議案 

 議事録の承認を求める件 

 
人事委員会議事録（第 1635 回）について、審議の結果、原案どおり承認した。 

 

第２号議案 

審査請求の裁決の件（令和元年（不）第２号事案） 

  

任用課長が、令和元年 11月 20 日付け審査請求（令和元年（不）第２号事案）の裁決書

（案）を説明し、審議の結果、原案どおり裁決した。 

  

第３号議案 

障害のある人を対象とする職員採用選考試験実施要綱決定の件 

  

任用課長が標記要綱（案）を説明し、審議の結果、原案どおり決定した。 

  

（委員） 

障害者の「害」という字は使ってもいいのか。 

（事務局） 

障害者団体は字の問題よりも福祉政策の充実を求めていることも踏まえ、兵庫県では、

障害者福祉計画をはじめ福祉行政全体で「害」の字を使っている。 

（委員） 

高校卒業程度の採用試験であるなら、ルビを付す必要はないのでは。 

（事務局） 



障害者にとって少しでも分かりやすいよう配慮する観点から、今年度からルビを付す

こととした。 

（委員） 

受験申込の際に、４職種（一般事務・警察事務・教育事務・小中学校事務）に希望順

位を記入する様式になっているが、合格は試験の成績順とし、希望を尊重しながらどの

職種に配置するかを考えるということか。 

（事務局） 

成績順に合格者を決定したうえで、本人の希望や受入体制などを考慮して採用職種を

決めており、希望どおりにならない場合もある。 

 

第４号議案 

行政Ａ（大卒程度）採用試験筆記試験合格者決定の件 

  

任用課長が、標記試験の実施状況、合格基準及び合格発表日（７月３日）等を説明した

後、同試験の合格者（案）及び最終面接試験における集団討論の取りやめ（案）を諮り、

審議の結果、原案どおり決定した。 

  

（委員） 

集団討論の取りやめは実施要綱上可能なのか。 

（事務局） 

委員会で要綱の変更を承認いただければ可能である。受験者には試験案内で、新型コ

ロナウイルス感染症の状況によっては試験内容を変更する可能性があることを告知し

ている。 

（委員） 

集団討論を取りやめる場合、配点はどうなるのか。配点を変更するのであれば、受験

者にわかるようにしないといけないのではないか。 

（事務局） 

集団討論で把握する論理的表現力や協調性等は、論文試験及び適性検査の中で判定す

る。これに伴い、最終面接試験の配点（変更前400点）は、口述試験のみの300点に変更

し、ＨＰで告知したい。 

（委員） 

筆記試験の最低合格基準を変更することは考えていないのか。受験すれば全員が合格

する状況はよくない。受験者が民間に流れて減ってきている。 

（事務局） 

最低合格基準の引上げは、検討課題として認識している。 

 

第５号議案 

獣医師採用選考試験最終合格者決定の件 

  

任用課長が、標記試験の実施状況、合格基準及び合格発表日（７月３日）等を説明した

後、同試験の最終合格者（案）を諮り、審議の結果、原案どおり決定した。 

  

（委員） 

初任給調整手当の新設の効果はあったのか。 



（事務局） 

受験年齢の上限を39歳から45歳に引き上げたこともあり、申込者数が増え、欠席者も

少なかったことから、一定の効果はあったと考えている。 

 

第６号議案 

専決処分をしたものにつき承認を求める件 

－職員の管理職手当に関する規則及び管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正す

る規則制定の件－ 

  

給与課長が、令和２年６月 30 日付けで委員長が専決処分を行った標記規則について、

内容等を説明し、審議の結果、原案どおり承認した。 

  

（委員） 

感染症等対策室の新設により増員はあったのか。 

（事務局） 

室の人員は、専任職員を20名から23名に増員し、関係課の兼務職員を合わせると122

名の体制となる。 

（委員） 

感染症等対策室に医師は何名いるのか。 

（事務局） 

専任職員の中では、医師は感染症等対策室長の１名であり、そのほかは放射線技師や

事務職等で構成されている。 

 

報告事項１ 

 地方公務員の賃金等の改善にかかわる要請 

 

給与課長が、令和元年６月 19日付けの全国人事委員会連合会に対する職員団体からの

要請書の内容等を報告した。 

 

（委員） 

全国組織の職員団体から全人連に要請があったことを受けて、県下の下部組織から県

の人事委員会に対し要請があるのか。 

（事務局） 

県下の職員団体からは、例年、３月の春闘時期の申入れ、７月の人事委員会勧告に向

けた申入れ、９月の人事委員会勧告に対する申入れがある。 

 

報告事項２ 

 任命権者が行った処分 

 

任用課長が、教育委員会及び警察本部長が行った８件の懲戒処分の内容及び理由を説

明した。 

 

 

閉 会 


